
宮 崎 県 公 報

宮崎県告示第 525号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成19年６月４日から平成19年６月18日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成19年６月４日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 526号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成19年６月４日から平成19年６月18日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成19年６月４日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 527号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成19年６月４日から平成19年６月18日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成19年６月４日

宮崎県知事 東国原 英 夫
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宮崎県告示第 528号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成19年６月４日から平成19年６月18日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成19年６月４日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 529号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成19年６月４日から平成19年６月18日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成19年６月４日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 530号

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第63条第１項の規定により、

平成15年宮崎県告示第 369号による宮崎広域都市計画下水道事業の

事業計画の変更を次のとおり認可した。

平成19年６月４日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 施行者の名称

宮崎市

２ 都市計画事業の種類及び名称

宮崎広域都市計画下水道事業高岡都市下水路（飯田都市下水路）

３ 事業施行期間

平成９年12月４日から平成21年３月31日まで

４ 事業地

収用の部分

なし

使用の部分

変更なし

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第25条第４項の規

定により、次のとおり特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申

請があった。

平成19年６月４日

宮崎県知事 東国原 英 夫

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規

定により、串間市から意見を聴取したので、当該意見を記載した書

面を次のとおり縦覧に供する。

平成19年６月４日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

２地先まで

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成19年６月４日東臼杵郡椎

葉村大字下

福良字下椎

葉 511番43

地先から同

郡同村同大

字同字 511

番 145地先

まで

国道 2

65号

国道

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成19年６月４日東臼杵郡美

郷町西郷区

山三ケ字石

塚ノ鼻1140

番２地先か

ら同郡同町

同区山三ケ

同字1140番

２地先まで

国道 3

27号

国道

公公 告告

定款に記載され
た目的

主たる事
務所の所
在地

代表者の氏名名 称
申請
年月
日

この法人は、

精神障害者が地

域で自らが主体

的に自立した生

活をおくること

ができるよう支

援するために、

障害者共同生活

援助事業（精神

障害者）を行い

ます。

また、一般市

民の精神障害者

に対する理解と

正しい認識を深

めることを目指

して、啓発活動

や相談に関する

事業を行い、全

ての人々が暮ら

しやすいまちづ

くりに寄与する

ことを目的とし

ます。

宮崎県児

湯郡高鍋

町大字上

江2086番

地24

上村 スミ子特定非営利

活動法人

ＮＰＯきづ

な

平成

19年

５月

18日
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ファッションセンターしまむら串間店

串間市西浜１−１５−１

２ 意見の概要

特になし

３ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部地域産業振興課、宮崎県西臼杵支庁総

務課、宮崎県日南商工労政事務所、宮崎県都城商工労政事務所

及び宮崎県延岡商工労政事務所

芋 期間

平成19年６月４日から平成19年７月４日まで

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により、

大淀川右岸土地改良区（宮崎市）から平成19年５月８日付けで申請

のあった定款の変更を認可した。

平成19年６月４日

宮崎県知事 東国原 英 夫

落札者等の公告

随意契約の相手方を決定したので、次のとおり公示する。

平成19年６月４日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 随意契約に係る調達件名及び数量

ＬＡＮ用クライアントパソコン賃貸借 ６９７台

２ 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県警察本部警務部会計課 宮崎市旭１丁目８番２８号

３ 随意契約の相手を決定した日

平成１９年４月１日

４ 随意契約の相手方の氏名及び住所

ＮＥＣリース株式会社 東京都港区芝五丁目２９番１１号

５ 随意契約に係る契約金額

７３，６２１，８００円

６ 随意契約によった理由

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

政令（平成７年政令第３７２号）第１０条第１項第２号に該当

落札者等の公告

随意契約の相手方を決定したので、次のとおり公示する。

平成19年６月４日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 随意契約に係る調達件名及び数量

ＬＡＮ用クライアントパソコン賃貸借 ３５５台

２ 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県警察本部警務部会計課 宮崎市旭１丁目８番２８号

３ 随意契約の相手を決定した日

平成１９年４月１日

４ 随意契約の相手方の氏名及び住所

ＮＥＣリース株式会社 東京都港区芝五丁目２９番１１号

５ 随意契約に関わる契約金額

４６，６０９，４４７円

６ 随意契約によった理由

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

政令（平成７年政令第３７２号）第１０条第１項第２号に該当

落札者等の公告

随意契約の相手方を決定したので、次のとおり公示する。

平成19年６月４日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 随意契約に係る調達件名及び数量

小型運転免許証作成システム装置に係る消耗品（単価契約）

２ 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県警察本部警務部会計課 宮崎市旭１丁目８番２８号

３ 随意契約の相手を決定した日

平成１９年４月２日

４ 随意契約の相手方の氏名及び住所

株式会社 ジャパン・アイディー 東京都港区芝一丁目７番１７

号

５ 随意契約に係る契約金額

調達予定数量契 約 単 価品 名番号

７箱２２６，８００新規用カード１

37箱２２６，８００一般用カード２

40箱２２６，８００優良用カード３

83箱７８，１２０インクリボンセット４

42箱５５，４４０オーバーコートリボン５

６箱２１，７３５直接撮影機用照明蛍光灯６

６箱６３０撮影終了案内表示電球７

６個１，５７５撮影ボタン８

６個１，５７５プランジャ９

６箱２，１００ゴム付ベアリング10

６個４２，０００直接撮影機用UPSバッテ
リー

11

６個３１５直接撮影機用PCリチウム
電池

12

18箱９，２４０複写撮影機用蛍光灯13

３個４２，０００複写撮影機用UPSバッテ
リー

14

３個３１５複写撮影機用PCリチウム
電池

15

12箱９，４５０取り出しローラー16

６箱４７２，５００サーマルヘッド（Ｙ．Ｍ．
Ｃ）

17



宮 崎 県 公 報平成 19年 ６ 月 ４ 日（月曜日） 第 1884号

害 4害

６ 随意契約によった理由

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

政令（平成７年政令第３７２号）第１０条第１項第２号に該当

12個１５７，５００サーマルヘッド（Ｋ）18

36箱５，２５０クリーニングローラー19

６個４，７２５ヒートランプ300W（ＣＯ
ＡＴ）

20

６個４，７２５ヒートランプ300W-2（ＵＶ
Ｃ）

21

12箱２，３９４ブラックライト22

12個２６，２５０UVランプ23

６箱４，８３０搬送ベルト（白サイド）24

６箱１１，３４０搬送ベルト（白フロア）25

６箱２，１００ダスクリーンフィルター
１

26

６個１，０５０ダスクリーンフィルター
２

27

６箱４，２００ダスクリーンフィルター
３

28

６箱３，１５０ダスクリーンフィルター
４

29

６個４２，０００免許証印刷機用UPSバッ
テリー

30

６個315免許証印刷機用PCリチウ
ム電池

31

３個４２，０００システム管理端末用ＵＰＳ
バッテリー

32

３個315システム管理端末用ＰＣリ
チウム電池

33

１個４２，０００中間サーバーUPSバッテ
リー

34

公安委員会規公安委員会規則則

探 偵 業 の 業 務 の 適 正 化 に 関 す る 法 律 第 十 三 条 第 二 項 に 規 定 す る 身

分 証 明 書 に 関 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

平 成 十 九 年 六 月 四 日
宮 崎 県 公 安 委 員 会 委 員 長 佐 々 木 文 雄

宮 崎 県 公 安 委 員 会 規 則 第 十 二 号

探 偵 業 の 業 務 の 適 正 化 に 関 す る 法 律 第 十 三 条 第 二 項 に 規 定 す

る 身 分 証 明 書 に 関 す る 規 則

探 偵 業 の 業 務 の 適 正 化 に 関 す る 法 律 （ 平 成 十 八 年 法 律 第 六 十 号 ）

第 十 三 条 第 二 項 に 規 定 す る 警 察 職 員 の 身 分 を 示 す 証 明 書 の 様 式 は 別

記 様 式 の と お り と す る 。

附 則

こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。
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平成19年度宅地建物取引主任者資格試験の実施について

宅地建物取引業法（昭和27年法律第 176号）第16条の２第１項の

規定に基づく宮崎県知事の委任に係る平成19年度宅地建物取引主任

者資格試験を次のとおり実施する。

平成19年６月４日

財団法人不動産適正取引推進機構理事長 三 澤 眞

１ 試験の日時

平成19年10月21日（日曜日） 午後１時から午後３時まで

ただし、宅地建物取引業法第16条第３項の規定により、国土交

通大臣の登録を受けた者が行う講習を受講し修了試験に合格した

者で、試験の一部免除を受けようとする者（宅地建物取引業法施

行規則第10条の５第６号にいう登録講習修了者。以下「登録講習

修了者」という。）については、午後１時10分から午後３時まで

２ 試験の場所

受験申込み受付の際に指定する。

３ 試験の内容

茨 内容 おおむね次の事項について行う。

ア 土地の形質、地積、地目及び種別並びに建物の形質、構造

及び種別に関すること。

イ 土地及び建物についての権利及び権利の変動に関する法令

に関すること。

ウ 土地及び建物についての法令上の制限に関すること。

エ 宅地及び建物についての税に関する法令に関すること。

オ 宅地及び建物の需給に関する法令及び実務に関すること。

カ 宅地及び建物の価格の評定に関すること。

キ 宅地建物取引業法及び同法の関係法令に関すること。

ただし、登録講習修了者については、前記アとオに掲げる

事項に関する問題を免除する。

芋 出題法令

平成19年４月１日現在施行されている法令による。

４ 試験の方法及び出題数

茨 方法 四肢択一式の筆記試験による。

芋 出題数 50問

ただし、登録講習修了者については、45問とする。

５ 受験資格

年齢、性別、学歴等に関係なく、だれでも受験することができ

る。

６ 受験申込み

茨 インターネットによる申込み

ア 試験案内の掲載

契 掲載期間

平成19年７月２日（月曜日）から平成19年７月17日（火

曜日）まで

形 掲載場所

財団法人不動産適正取引推進機構のホームページ（http:

//www.retio.or.jp）

イ 申込期間

平成19年７月２日（月曜日）午前９時30分から平成19年７

月17日（火曜日）午後９時59分まで

ウ 申込方法

契 財団法人不動産適正取引推進機構のホームページ（http:

//www.retio.or.jp）にアクセスし、受験申込画面において

必要な事項（登録講習修了者については、登録講習修了者

証明書（修了試験合格年月日が試験実施日前３年以内のも

の）に記載されている登録講習機関の登録番号及び修了番

号を含む。）を入力する。

形 写真ファイル（平成19年４月１日以降に撮影した上半身、

無帽、正面向き、無背景のものでJPEG形式のもの）を添

付する。

エ 受験手数料

7,000円

財団法人不動産適正取引推進機構が指定したクレジットカ

ードにより又はコンビニエンスストアより納入する（事務手

数料は、本人負担とする。）

芋 郵送による申込み

ア 試験案内及び受験申込書の配布

契 配布期間

平成19年７月２日（月曜日）から平成19年７月31日（火

曜日）まで（ただし、土曜日、日曜日及び休日は除く。）

形 配布場所

財団法人宮崎県建築住宅センター並びに宮崎県西臼杵支

庁及び各土木事務所

イ 申込期間

平成19年７月２日（月曜日）から平成19年７月31日（火曜

日）までの消印のあるものに限り有効とする。

ウ 提出書類

契 受験申込書（受験手数料納入済を証する郵便振替払込受

付証明書又は銀行振込払込受付証明書をはったもの）

形 写真 一葉（平成19年４月１日以降に撮影した上半身、

無帽、正面向き、無背景で縦 4.5センチメートル、横3.5

センチメートル、ただし、顔の寸法は、頭頂からあごまで

が3.2センチメートル以上3.6センチメートル以下の大きさ

のもの）

径 登録講習修了者については、前記契と形に加えて登録講

習修了者証明書（修了試験合格年月日が試験実施日前３年

以内のもの）

監査委員告監査委員告示示

宮 崎 県 監 査 委 員 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 告 示 を こ こ に 公 表 す る 。

平 成 十 九 年 六 月 四 日

宮 崎 県 監 査 委 員

宮 崎 県 監 査 委 員 告 示 第 一 号

宮 崎 県 監 査 委 員 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 告 示

宮 崎 県 監 査 委 員 規 程 （ 平 成 四 年 宮 崎 県 監 査 委 員 告 示 第 一 号 ） の 一

部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 四 条 を 第 五 条 と し 、 第 三 条 を 第 四 条 と し 、 第 二 条 を 第 三 条 と し 、

第 一 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

第 二 条 代 表 監 査 委 員 に 事 故 が あ る と き 又 は 欠 け た と き は 、 他 の 識

見 を 有 す る 委 員 が そ の 職 務 を 代 理 す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 他 の

識 見 を 有 す る 委 員 に 事 故 が あ る と き 又 は 欠 け た と き は 、 議 員 で あ

る 委 員 の う ち か ら あ ら か じ め 代 表 監 査 委 員 が 指 定 し た 委 員 が そ の

職 務 を 代 理 す る 。

附 則

こ の 告 示 は 、 公 表 の 日 か ら 施 行 す る 。

雑雑 報報
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エ 受験手数料 7,000円

受験申込み前に、所定の郵便振替用紙又は銀行振込用紙に

より、郵便局又は財団法人不動産適正取引推進機構が指定す

る銀行預金口座に払い込む（払込手数料は、本人負担）

オ 郵送先及び郵送方法

財団法人宮崎県建築住宅センター（宮崎市恒久一丁目７番

地14）あて配達記録郵便で申し込むこと

７ 合格発表

茨 発表の期日

平成19年12月５日（水曜日）

芋 発表の方法

県庁正面掲示場及び財団法人宮崎県建築住宅センターでの合

格者一覧表の掲示並びに本人への合格証書の送付により行う。

８ 試験に関する問い合わせ先

財団法人宮崎県建築住宅センター

電話(0985)50-5573

正正 誤誤
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